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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

第１四半期連結
累計期間

第79期
第１四半期連結
累計期間

第78期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 （百万円） 79,486 77,961 362,090

経常利益 （百万円） 1,829 4,034 15,658

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失

(△)

（百万円） △2,882 3,365 5,458

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △2,249 3,384 6,683

純資産額 （百万円） 44,680 56,181 53,551

総資産額 （百万円） 230,590 247,149 255,514

１株当たり四半期（当期）純

利益又は１株当たり四半期純

損失(△)

（円） △9.87 9.00 15.72

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
（円） － － 14.60

自己資本比率 （％） 19.4 22.7 21.0

 (注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、第78期第１四半期連結累計期間は潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であり、また、第79期第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため

記載していない。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失(△)」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)」としている。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】
　「第２　事業の状況」における各事項の記載金額には、消費税等は含まれていない。

 

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものである。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」又は「四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」又は「親会社株

主に帰属する四半期純損失」としている。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善が進むなか、生産や輸出が一定水準で推移

し、雇用・所得環境の着実な改善を背景に個人消費も底堅さをみせるなど、景気は緩やかな回復基調を続けてい

る。

　建設業界においては、公共投資は総じて弱い動きとなったものの、関連予算の執行等から未だ高水準を維持し、

また、企業の設備投資が増加傾向にあるとともに住宅投資にも持ち直しの兆しがみられ、受注環境は引き続き良好

な状況にある。しかしながら、建設技術者・技能者不足やコスト高は継続しており、依然リスクが内在する事業環

境が続いている。

　当社グループはこのような状況のもと、本年５月に策定した「中期経営計画（平成27～29年度）」に基づき、将

来に向けた収益基盤の整備に総力を挙げて取り組んでいる。

　当社グループの当第１四半期連結累計期間における業績は、売上高（完成工事高）は、前年同四半期に比べ15億

円（1.9％）減の779億円となった。利益面においては、営業利益は、売上総利益率の改善により前年同四半期に比

べ７億円（39.4％）増の26億円、経常利益は、貸倒引当金戻入額の増加などにより前年同四半期に比べ22億円

（120.6％）増の40億円となった。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、投資有価証券売却益など特別利益

３億円、偶発損失引当金繰入額など特別損失９億円等を加減算し33億円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四

半期純損失28億円）となった。

　セグメントの業績（セグメント間取引消去前）は次のとおりである。

（土木事業）

　売上高は205億円（前年同四半期比10.8％減）、セグメント利益は10億円（同38.6％減）となった。受注高は

348億円（同16.8％減）であった。

（建築事業）

　売上高は409億円（前年同四半期比5.9％減）、セグメント利益は12億円（同206.7％増）となった。受注高は

414億円（同6.3％減）であった。

（子会社）

　売上高は190億円（前年同四半期比23.1％増）、セグメント利益は３億円（前年同四半期はセグメント損失１

億円）となった。

　なお、当該セグメントにおいては、受注生産形態をとっていない子会社もあるため受注実績を示すことはで

きない。
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　今後のわが国経済は、海外景気の下振れなどがリスクとして存在するが、雇用・所得環境の改善が続くなかで各

種政策の効果もあり、景気は緩やかに回復していくことが期待される。

　建設業界においては、公共投資は緩やかな減少傾向ではあるものの関連予算の執行により高水準を維持すること

が見込まれ、企業収益の改善を背景に民間設備投資が増加基調を持続すると予想されるなど、良好な受注環境が継

続するものと思われる。一方で建設技術者・技能者不足の進行や建設コストの上昇といったリスクには引き続き留

意する必要がある。

　当社グループは本年５月に、「再生」から「成長」に向けて将来にわたり市場環境に影響されない安定した収益

力の確保を目指した「中期経営計画(平成27～29年度)」を策定し、将来に向けた収益基盤の整備に取り組んでい

る。

　現下の建設市場は、東北での震災復興工事、社会インフラの強靭化・老朽化対策に加え、2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピック開催に伴う関連投資及びリニア中央新幹線の新設など、中期的には一定の建設需要が見込まれ

る環境にある。しかし2020年以降は、社会インフラ整備も「新規」から「維持・更新」へと質的に変化しながら、

建設市場は全体として縮小していくことが予想される。当社グループとしては、将来にわたり市場環境に影響され

ない安定した収益基盤を確立すべく、グループの協働による相乗効果を取り込んだ成長戦略に取り組んでいく。

　中期経営計画では、国内土木事業については、今後、計画されている大型プロジェクトへの参画を目指すととも

に、担い手不足の環境下においても安定した売上を計上できるよう生産性向上に努めていく。また、インフラの維

持更新需要に対応すべく、グループを挙げて技術開発に注力していく。

　国内建築事業については、計画期間中は民間設備投資も堅調に推移することが見込まれることから、一定の受注

量を確保しつつ収益力向上に注力するとともに、将来に向けて安定受注を確保していくために、お客様の信頼に裏

づけられたブランドの構築に努めていく。

　海外事業については、既存事業基盤のある台湾等のさらなる強化を図るとともに、日系企業のミャンマー、ベト

ナム進出支援及び技術協力を中心に展開し、リスクを十分に検証したうえで両国周辺地域での無償援助工事等にも

取り組んでいく。

　新たな事業分野については、建設請負にとどまらない収益基盤の多様化・安定化を目的に、インフラメンテ・運

営プロジェクト等への事業参画に取り組んでいく。

　またグループ成長戦略として、グループ各社が特色を活かした事業展開をするなかで、引き続き各社が保有する

技術・ノウハウ・商品・経営資源を相互に活用・補充しながら、グループ経営推進による事業相乗効果を創出し総

合力を高めていく。

　当社グループは「全員参加の経営」をスローガンに、お客様に最高の“感動”をお届けする『建設サービス業』

を目指していく。

 

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億円である。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 714,000,000

計 714,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
（平成27年６月30日）

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 377,544,607 377,544,607
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数 1,000株

計 377,544,607 377,544,607 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 377,544,607 － 13,341 － －

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず記載するこ

とができないため、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　2,727,000
－ －

（相互保有株式）

普通株式　　2,725,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　365,931,000 365,931 －

単元未満株式 普通株式　　6,161,607 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 377,544,607 － －

総株主の議決権 － 365,931 －

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株（議決権23個）含

まれている。

２　「単元未満株式」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株、株主名簿上は当社名義となって

いるが実質的に所有していない株式が600株及び以下の自己保有株式並びに相互保有株式が含まれている。

自己保有株式 株式会社熊谷組 273株

相互保有株式 株式会社前田工務店 181株

 笹島建設株式会社 17株

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

株式会社熊谷組
福井県福井市中央２丁目
６番８号

2,727,000 － 2,727,000 0.72

（相互保有株式）      

株式会社前田工務店
東京都江東区東砂５丁目
５番10号

27,000 － 27,000 0.01

笹島建設株式会社
東京都港区南青山２丁目
22番３号

1,948,000 － 1,948,000 0.52

共栄機械工事株式会社
神奈川県鎌倉市岩瀬１丁
目21番７号

750,000 － 750,000 0.20

計 － 5,452,000 － 5,452,000 1.44

 

２【役員の状況】

該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 71,710 85,320

受取手形・完成工事未収入金等 115,928 93,750

未成工事支出金 4,644 5,922

繰延税金資産 3,834 3,522

その他 17,945 17,295

貸倒引当金 △188 △163

流動資産合計 213,875 205,648

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,911 3,081

土地 10,064 10,064

その他（純額） 2,077 2,297

有形固定資産合計 15,053 15,443

無形固定資産 240 258

投資その他の資産   

投資有価証券 15,215 15,213

繰延税金資産 6,423 6,519

その他 8,219 5,390

貸倒引当金 △3,512 △1,323

投資その他の資産合計 26,345 25,799

固定資産合計 41,639 41,501

資産合計 255,514 247,149
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 81,932 68,096

電子記録債務 25,881 26,067

短期借入金 ※２ 6,990 ※２ 7,839

未成工事受入金 14,712 21,700

完成工事補償引当金 611 675

工事損失引当金 580 457

偶発損失引当金 7,296 7,458

賞与引当金 2,949 1,403

その他 24,979 22,757

流動負債合計 165,933 156,456

固定負債   

長期借入金 ※２ 12,947 ※２ 11,391

退職給付に係る負債 22,989 23,034

その他 91 84

固定負債合計 36,028 34,510

負債合計 201,962 190,967

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,341 13,341

資本剰余金 7,878 7,878

利益剰余金 29,100 31,715

自己株式 △631 △636

株主資本合計 49,688 52,298

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,097 4,082

為替換算調整勘定 471 497

退職給付に係る調整累計額 △705 △697

その他の包括利益累計額合計 3,863 3,882

純資産合計 53,551 56,181

負債純資産合計 255,514 247,149
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

完成工事高 79,486 77,961

完成工事原価 74,554 72,008

完成工事総利益 4,931 5,952

販売費及び一般管理費 3,065 3,350

営業利益 1,866 2,601

営業外収益   

受取利息 11 11

受取配当金 48 45

為替差益 5 12

持分法による投資利益 － 3

貸倒引当金戻入額 59 1,446

その他 30 22

営業外収益合計 155 1,540

営業外費用   

支払利息 125 91

持分法による投資損失 43 －

その他 24 15

営業外費用合計 193 107

経常利益 1,829 4,034

特別利益   

投資有価証券売却益 － 349

その他 － 3

特別利益合計 － 353

特別損失   

偶発損失引当金繰入額 4,249 897

その他 27 27

特別損失合計 4,276 924

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△2,447 3,463

法人税、住民税及び事業税 167 △42

法人税等調整額 299 140

法人税等合計 466 98

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,914 3,365

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △32 －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△2,882 3,365
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,914 3,365

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 588 △14

為替換算調整勘定 △96 25

退職給付に係る調整額 171 7

持分法適用会社に対する持分相当額 1 △0

その他の包括利益合計 665 19

四半期包括利益 △2,249 3,384

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,219 3,384

非支配株主に係る四半期包括利益 △29 －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資

本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更している。

また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価

の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更する。加え

て、四半期純利益等の表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間につい

ては、四半期連結財務諸表の組替えを行っている。

　　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分離

等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわ

たって適用している。

　　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はない。

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　　　下記の会社の分譲住宅売買契約手付金について保証を行っている。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

        アパ住宅㈱ 195百万円  －百万円

        アパ㈱ 24  37

        ㈱マリモ 6  2

計 226  40

 

※２　財務制限条項

当社が平成26年９月26日に締結したシンジケートローン契約には、平成27年３月期末日及びそれ以降の各連結会

計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、平成26年３月期末日における連結貸借

対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の連結会計年度末日における連結貸借

対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持するこ

とを内容とする財務制限条項が付されている。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

        減価償却費 222百万円  274百万円

        のれんの償却額 49  －
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（株主資本等関係）

　　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　該当事項なし。

 

　　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 749 2  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 土木事業 建築事業 子会社 計

売上高       

外部顧客への売上高 23,001 43,540 12,944 79,486 － 79,486

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 3 2,496 2,499 △2,499 －

計 23,001 43,543 15,441 81,985 △2,499 79,486

セグメント利益又は損失(△) 1,643 409 △143 1,909 △42 1,866

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、のれんの償却額△49百万円及びセグメント間取引消去7

百万円が含まれている。

　　　２　セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損益と調整を行っている。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 土木事業 建築事業 子会社 計

売上高       

外部顧客への売上高 20,520 40,960 16,480 77,961 － 77,961

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 2,527 2,527 △2,527 －

計 20,520 40,960 19,007 80,488 △2,527 77,961

セグメント利益 1,008 1,256 327 2,592 9 2,601

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

　　　２　セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損益と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純

損失(△)（円）
△9.87 9.00

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失(△)（百万円）
△2,882 3,365

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

(△)（百万円）

△2,882 3,365

普通株式の期中平均株式数（千株） 291,994 373,755

 (注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式は存在するものの、

１株当たり四半期純損失であり、また、当第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載していない。

EDINET提出書類

株式会社　熊谷組(E00056)

四半期報告書

14/17



２【その他】

　該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月６日

株式会社熊谷組

取締役会　御中

 

仰星監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 野　口　哲　生　　㊞

 

 業務執行社員  公認会計士 竹　村　純　也　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社熊谷組

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社熊谷組及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 (注)　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

　２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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